
（平成２３年１１月２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 15 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 12 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 22 件

国民年金関係 11 件

厚生年金関係 11 件

年金記録確認千葉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



  

千葉国民年金 事案 3923 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49 年 10 月から同年 12 月までの付加保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 49 年 10 月から同年 12 月まで 

    私は、申立期間を含む昭和 49 年 10 月から 50 年３月までの期間の付

加保険料を同年２月 26 日に国民年金保険料と共にＡ市Ｂ区役所で納付

した領収書を所持している。年金事務所から申立期間の付加保険料を納

付期限が経過しているとの理由で返還すると言われたが納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された昭和 49 年度の「国民年金保険料領収書」により、

申立期間を含む昭和 49 年 10 月から 50 年３月までの国民年金保険料及び

付加保険料は、同年２月 26 日にＢ区役所で一括して納付されたことが確

認できる。 

   また、申立期間の保険料が納付された昭和 50 年２月 26 日の時点では、

申立期間の付加保険料は納期限を過ぎているため還付の手続を行うべきと

ころ、還付の事実は認められず、申立期間の付加保険料は、36 年の長期

にわたり国庫歳入金として扱われていたことは明らかであり、申立人の国

民年金の受給期待権は尊重されるに値すべきものと考えられ、納期限を過

ぎていることを理由として申立期間の付加保険料の納付を認めないのは信

義則に反するものと考えられる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の付加

保険料を納付していたものと認められる。 



  

千葉国民年金 事案 3924 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60 年４月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60 年４月から 61 年３月まで 

    私は、昭和 54 年に結婚した後も国民年金に任意加入して国民年金保

険料を納付してきた。59 年 11 月にＡ区からＢ市に引っ越した後も、Ｃ

（地名）の中にあるＤ銀行で納付していたのに、申立期間が未納となっ

ているので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 59 年 11 月にＡ区からＢ市に引っ越した後も、引き続き

国民年金保険料を納付していたと主張するところ、申立人の年金手帳及び

オンライン記録には、同年 11 月のＢ市への転入が記録され、Ａ区の国民

年金被保険者資格カード索引票には 60 年１月にＢ市への記録管理の転出

が記録されており、これらのことからＢ市において申立人に申立期間の現

年度保険料の納付書が発行され、申立人は申立期間の保険料を納付できる

環境にあったと推認できる。 

   また、申立人は、申立期間前から国民年金に任意加入し、長期間保険料

を納付済みであり、申立期間後の国民年金第３号被保険者該当の届出も、

第３号被保険者制度の始まった昭和 61 年４月に行っており、年金制度へ

の意識の高さが認められる。 

   さらに、申立期間当時、申立人の夫の仕事は安定しており、標準報酬月

額も高く、申立人が申立期間の保険料を未納にする事情はうかがえず、申

立期間は 12 か月と短期間であることを踏まえると、申立期間の保険料は

納付していたものと考えるのが自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



  

千葉国民年金 事案 3925 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 40 年４月から 41 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 40 年４月から 41 年３月まで 

             ② 昭和 41 年４月から 42 年６月まで 

    私は、国民年金手帳に国民年金被保険者の資格取得日が昭和 42 年７

月１日と記載されているが、それより以前に資格取得した記憶がある。

今回、Ａ年金事務所から資格取得日以前の 40 年４月から 41 年３月まで

の国民年金保険料が誤って納付されたため還付するという調査結果を受

け取ったが、保険料の納付を始めた時期から資格取得したと考えるのが

当然で、資格取得していない者に保険料を納付させることは不自然な事

務処理であり、過誤納として当該保険料が還付されることは納得できな

い。 

    また、昭和 41 年４月から 42 年６月までの保険料についても続けて納

付していた記憶があり、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、申立人の特殊台帳において、国民年金保険料

を納付していることが確認できるところ、申立期間①に係る保険料につ

いては、申立人が所持する国民年金手帳及びオンライン記録により、申

立人は昭和 42 年７月１日に国民年金に任意加入していることが確認で

き、本来遡って加入することができない任意未加入期間に対する納付で

あることを理由として、平成 23 年５月 16 日に還付決議が行われている。 

    しかし、行政側に本来納付することができない未加入期間である申立

期間①の保険料を収納した過誤があったことがうかがわれ、申立期間①

の保険料は 40 年以上の長期間国庫歳入金として扱われていたことを踏



  

まえると、制度上、国民年金の被保険者となり得ないことを理由として、

申立期間①の被保険者資格を認めず納付済期間としないことは、信義衡

平の原則に反するものと考えられる。 

 

  ２ 申立期間②については、国民年金に未加入の期間であり、制度上、保

険料を納付できない期間である上、特殊台帳及び国民年金被保険者名簿

に保険料を納付した記録は無い。 

    また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号

払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の国民年金手帳

記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない上、申

立人が申立期間②の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間②の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 40 年４月から 41 年３月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 



千葉厚生年金 事案 4153 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 29年 12月１日から 30年２月１日まで

の期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支社における資

格取得日に係る記録を 29 年 12 月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額

を１万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

また、申立人は、申立期間のうち、昭和 30年８月 30 日から同年９月１

日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｃ支社における資格取得日に

係る記録を同年８月 30日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を１万 2,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

また、申立人は、申立期間のうち、昭和 37年７月 29 日から同年８月１

日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｄ支社における資格取得日に

係る記録を同年７月 29日に、資格喪失日に係る記録を同年８月１日に訂正

し、当該期間の標準報酬月額を３万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 29年 12月１日から 30年２月１日まで 

             ② 昭和 30年８月 30日から同年９月１日まで 

             ③ 昭和 37年７月 29日から同年８月１日まで 

    私は、Ａ社に昭和 22 年４月 17 日から 50 年２月 28 日まで継続して勤

務していたが、申立期間①、②及び③について厚生年金保険の加入記録



が欠落しているので、調査の上、厚生年金保険被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、Ｂ社から提出された申立人の社員台帳から判

断すると、Ａ社に継続して勤務し（昭和 29年 12 月１日に同社本社Ｅ事

務所から同社Ｃ支社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

    また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支社に

おける昭和 30 年２月の社会保険事務所（当時）の記録から１万 2,000

円とすることが妥当である。 

    なお、事業主が申立人に係る申立期間①の保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、事業主は不明と回答しており、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざる

を得ない。 

    また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事

務所に対し行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周

辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

 

  ２ 申立期間②については、Ｂ社から提出された申立人の社員台帳から、

申立人は昭和 29 年 12 月１日から 30 年９月 19 日までＡ社Ｃ支社に在籍

し、この期間のうち、同年４月２日付けで同社からＦ（業務）の命を受

け、同年４月１日から同年８月 30日までの期間について、Ｇ丸に乗船し

船員保険に加入していたことが確認できる。 

    また、事業主は、「社会保険の加入について、当時、社員が陸上勤務に

なったときは、船員保険の資格喪失日に厚生年金保険に加入させており、

この取扱いは全国一律であった。申立期間②の欠落が生じた原因は、船

員保険と厚生年金保険との切替えがつながっていなかったことによるも

のであると考える。」と回答しており、申立人と同様、Ｇ丸に乗船し、下

船後、Ａ社本社Ｅ事務所に在籍したと考えられる元同僚は、船員保険の

資格を喪失した昭和 30 年８月 30 日に同社本社Ｅ事務所で厚生年金保険

の資格を取得していることが確認できることなどから判断すると、申立

人は、申立期間②に同社Ｃ支社に勤務し、申立期間②に係る保険料を事

業主により給与から控除されていたと認められる。 

    また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支社に

おける昭和30年９月の社会保険事務所の記録から１万2,000円とするこ

とが妥当である。 



    なお、事業主が申立人に係る申立期間②の保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、事業主は不明と回答しており、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざる

を得ない。 

    また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事

務所に対し行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周

辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

 

  ３ 申立期間③については、Ｂ社から提出された申立人の社員台帳から、

申立人は昭和 37 年１月１日から 38 年３月 31 日までＡ社本社Ｈ（部門）

（適用事業所としての名称は同社Ｄ支社）に在籍し、この間、同社より

37 年３月 29 日にＩ丸Ｊ（役職）として乗船の命を受け、同年３月２日

から同年７月 29日までの期間、Ｉ丸に乗船し船員保険に加入し、下船後、

申立期間を経て同年８月５日にＫ丸Ｌ（役職）として乗船の命を受け、

同年８月１日から同年 11 月 12 日までの期間について、Ｋ丸に乗船し船

員保険に加入していたことが確認できる。 

    また、事業主は、「社会保険の加入について、当時、社員が陸上勤務に

なったときは、船員保険の資格喪失日に厚生年金保険に加入させており、

この取扱いは全国一律であった。申立期間③の欠落が生じた原因は、船

員保険と厚生年金保険との切替えがつながっていなかったことによるも

のであると考える。」と回答しており、申立人と同様、Ｉ丸に乗船した者

のうち、昭和 37 年７月 29 日に船員保険の資格を喪失した後、Ａ社本社

Ｅ事務所に在籍したと考えられる元同僚６人は、全員が同日付けで同社

本社Ｅ事務所において資格取得していることが確認できるところ、申立

人は、Ｉ丸を下船した７日後にＫ丸に乗船していることから、Ｉ丸を下

船後は同社Ｄ支社に在籍していたものと考えられる。 

    さらに、雇用保険の加入記録により、申立人は、申立期間③について

雇用保険の被保険者期間であることが確認できる。 

    これらを総合的に判断すると、申立人は、Ａ社Ｄ支社に継続して勤務

し、申立期間③の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められる。 

    また、申立期間③の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｄ支社に

おける昭和37年２月の社会保険事務所の記録から３万6,000円とするこ

とが妥当である。 

    なお、事業主が申立人に係る申立期間③の保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、事業主は不明と回答しているが、仮に、事業

主から申立期間③において被保険者資格の取得届が提出された場合には、



被保険者資格の喪失届を提出する機会があったこととなるが、いずれの

機会においても社会保険事務所が当該届出を記録しておらず、これは通

常の事務処理としては考え難いことから、事業主は申立期間③について

資格の得喪に係る届出は行っておらず、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る昭和 37 年７月の保険料について納入の告知を行っておら

ず、事業主は当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 



  

千葉厚生年金 事案 4154 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、申立期間の標準賞与額に係る記録を 37 万 9,000 円に訂正することが必

要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年６月８日 

    私は、社会保険事務所（当時）の厚生年金保険被保険者記録によると、

平成 19 年６月８日にＡ社（現在は、Ｂ社）から支給された賞与において

厚生年金保険料が控除されているにもかかわらず、当該賞与記録が無い

ことに納得できないので、調査の上、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出されたＡ社における賞与支給明細表により、申立人は、

申立期間に当該事業所から賞与を支給され、厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが確認できる。 

   一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき、標準賞与額を改定又は決定し、記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の

賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの

標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

   したがって、申立期間の標準賞与額については、賞与支給明細表により、

37 万 9,000 円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについて、事業主は、「申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を

納付した形跡が無い。」と回答していることから、社会保険事務所は、当該

賞与額に見合う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当

該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



  

千葉厚生年金 事案 4155 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報

酬月額に係る記録を平成３年２月から同年６月までは 24 万円、同年７月か

ら５年１月までは 28 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年２月１日から５年２月 26 日まで 

    私がＡ社に勤務していた期間の標準報酬月額は、実際の給与よりかな

り低額の８万円になっている。申立期間当時はアパートに住んでおり、

給与が８万円だと家賃しか払えず、光熱費の支払いはできなくなること

になり、また、平成３年には長女が誕生し、生命保険を契約したという

事実もあるので、給与が８万円では生活することはできないので、調査

の上、標準報酬月額を正しい金額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、Ａ社における申立人の申立期間の標準報酬月

額は、当初、平成３年２月から同年６月までは 24 万円、同年７月から５年

１月までは 28 万円と記録されていたところ、同年２月１日付けで、３年２

月１日に遡及して８万円に引き下げられていることが確認できる。 

   また、当該事業所においては、申立人を含む 19 人の標準報酬月額の記録

が、平成３年２月１日に遡及して８万円に引き下げられていることが確認

できる。 

   さらに、当該事業所は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、

当該事業所の事業主から回答を得られないため、当該遡及訂正の実態につ

いて確認することはできないが、元経理担当者は、「Ａ社は、社会保険につ

いて規定どおりの手続を行い、規定どおりの社会保険料を給料から徴収し

ていた。平成５年２月頃の同社の資金繰りは大変厳しく、社会保険料も４、

５か月分の滞納があったと記憶している。」と供述している。 



  

   これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、平成５年２月

１日付けで行われた遡及訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立

人について３年２月１日に遡って標準報酬月額の減額処理を行う合理的な

理由は無く、当該減額処理に係る有効な記録訂正があったとは認められな

いことから、当該遡及訂正処理の結果として記録されている申立人の申立

期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に当初届け

出たとおり、３年２月から同年６月までは 24 万円、同年７月から５年１月

までは 28 万円に訂正することが必要である。 



  

千葉厚生年金 事案 4156 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格喪失

日に係る記録を昭和 49 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

10 万 4,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49 年３月 31 日から同年４月１日まで 

    私は、Ａ社に昭和 41 年５月 20 日に入社し、平成 10 年８月３日に一旦

退職するまで継続して勤務していたが、厚生年金保険の被保険者記録で

は同社Ｂ工場において昭和 49 年３月 31 日に厚生年金保険の被保険者資

格を喪失し、本社において同年４月１日に被保険者資格を取得した記録

になっており、被保険者期間に１か月の欠落があることは納得できない

ので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された申立人の履歴書、事業主回答書及び雇用保険の加入

記録から判断すると、申立人は同社に継続して勤務し（昭和 49 年４月１日

に同社Ｂ工場から同社本社に異動、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場におけ

る昭和 49 年２月の社会保険事務所（当時）の記録から、10 万 4,000 円と

することが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を

昭和 49 年４月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同

年３月 31 日と誤って記録するとは考え難いことから、事業主は同日を資格



  

喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月

の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告

知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保

険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 



  

千葉厚生年金 事案 4157 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係

る記録を昭和 39 年１月４日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万

4,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年１月４日から同年３月３日まで 

    私は、昭和 39 年１月４日にＡ社に入社し、同年３月３日から正社員に

採用された。同年１月４日から同年３月３日までは臨時雇用のため、厚

生年金保険料は徴収されないものと思っていたが、給料支払明細書が見

つかり保険料の控除が確認できるので、厚生年金保険の記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された昭和 39 年１月及び同年２月の給料支払明細書に

より、申立人がＡ社に勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていることが確認できる。 

   一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険料給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生

年金保険料額又は申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範

囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定

することとなる。 

   したがって、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社の昭和

39 年１月及び同年２月の給料支払明細書により、２万 4,000 円とすること

が妥当である。 



  

   なお、事業主が申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、Ａ社は既に解散しており、このほかに確認できる関

連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が、申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務

所（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料

及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 



  

千葉厚生年金 事案 4158 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係

る記録を平成 16 年２月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 15 万円

とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16 年１月 31 日から同年２月１日まで 

    私は、平成 15 年３月から 16 年１月末日までＡ社に勤務していたが、

厚生年金保険の資格喪失日が同年１月 31 日となっている。会社が発行し

た退職証明書には、退職日が同年１月 31 日と記載されており、また、賃

金台帳により同年１月分の厚生年金保険料が控除されていることが確認

できるので、資格喪失日を同年２月１日に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出されたＡ社発行の退職証明書及び雇用保険の加入記録に

より、申立人は、同社を平成 16 年１月 31 日に退職していることが確認で

きる。 

   また、Ａ社は、給与の締日は月末で、支払いは翌月の 25 日であり、厚生

年金保険料は当月控除であると回答しているところ、同社から提出された

平成 16 年度賃金台帳（16 年１月支給分から同年 12 月支給分まで）におい

て、同年２月支給分（同年１月給与）から同年１月分の保険料が控除され

ていることが確認できる。 

   一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険料給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生

年金保険料額又は申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範



  

囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定

することとなる。 

   したがって、上記賃金台帳により確認できる保険料控除額から、申立期

間における標準報酬月額は 15 万円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主から提出された健康保険厚生年金保険被保険

者資格喪失確認通知書により、事業主は申立人の資格喪失日を平成 16 年１

月 31 日と届け出ていることが確認でき、その結果、社会保険事務所（当時）

は、申立人に係る同年１月分の保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき

保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申

立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 



  

千葉厚生年金 事案 4159 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）におけ

る資格喪失日に係る記録を昭和 42 年７月２日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を２万 6,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年４月 21 日から同年７月２日まで 

    私は、Ｂ社から提出された在職証明書によると、昭和 42 年７月１日ま

で勤務し、給料等が支給されているにもかかわらず、厚生年金保険被保

険者の資格喪失日が同年４月 21 日となっていることに納得できないの

で、調査の上、厚生年金保険被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出されたＢ社発行の在職証明書、人事記録及び月給者賃金

台帳により、申立人はＡ社に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていることが確認できる。 

   一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険料給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生

年金保険料額又は申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範

囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定

することとなる。 

   したがって、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社の月給

者賃金台帳により確認できる保険料控除額から、２万 6,000 円とすること

が妥当である。 

   なお、事業主が申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し



  

たか否かについては、事業主は、「申立期間当時の関係資料が無く、不明。」

と回答しており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 4160 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、平成４

年 10 月 26 日であると認められることから、申立期間の資格喪失日に係

る記録を訂正することが必要である。 

   なお、平成４年７月から同年９月までの標準報酬月額については、53

万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年７月 10 日から同年 10 月 26 日まで 

    私の厚生年金保険被保険者記録では、Ａ社における厚生年金保険の

被保険者期間が、昭和 61 年４月１日から平成４年７月 10 日までとな

っているが、実際には同年 10 月 26 日であるので、調査の上、厚生年

金保険被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録において、申立人は、申立期間においてＡ社に勤

務していたことが確認できる。 

   一方、オンライン記録によると、当初、申立人のＡ社における資格喪

失日は、平成４年 10 月 26 日と記録されていたところ、同社が厚生年金

保険の適用事業所でなくなった日と記録されていた同年８月 20 日の約

８か月後の５年４月 28 日付けで、資格喪失日（４年 10 月 26 日）を取り

消した上で、５年４月 30 日付けで、４年 10 月１日の定時決定を取り消

す処理及び申立人の資格喪失日を同年７月 10 日に訂正する処理を行っ

ていることが確認できる。 

   しかし、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった日（平成４年

８月 20 日）において、上記訂正処理前の記録から、法人事業者として同

社は適用事業所要件を満たしていたと認められることから、当該適用事

業所でなくなったとする処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

   また、当該事業所の商業登記簿謄本により、申立人は、平成２年９月



                      

  

20 日に取締役に重任され、４年９月 24 日に退任していることから、申

立人は、遡及訂正が行われた５年４月 30 日において役員でないことが確

認できる上、複数の元同僚は、「申立人は、Ｂ（業務）を統括する管理

職で、社会保険の事務には関与していなかった。」と供述していること

から、申立人は、当該遡及訂正に関与していないことが認められる。 

   なお、オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所で

なくなった日は、既に平成４年 10 月 26 日に訂正されている。 

   これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において、申

立人の資格喪失日を平成４年７月 10 日とする訂正処理を行う合理的な

理由は無く、当該処理は有効なものとは認められないことから、申立人

の資格喪失日は、訂正処理前の同年 10 月 26 日であると認められる。 

   また、平成４年７月から同年９月までの標準報酬月額については、申

立人のＡ社における同年 10 月のオンライン記録から、53 万円とするこ

とが妥当である。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 4161 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成 16 年９月１日から 18 年９月１日まで

の期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立人の

当該期間の標準報酬月額に係る記録を、16 年９月は 30 万円、同年 10 月か

ら 18 年８月までは 28 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履

行していないと認められる。 

   また、申立人は、申立期間のうち、平成 15 年７月 31 日、同年 12 月 19

日、16 年７月 15 日、同年 12 月 15 日、17 年７月 29 日、同年 12 月 29 日、

18 年８月 11 日、19 年８月９日、20 年８月 11 日及び同年 12 月 29 日につ

いて、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことが認められることから、申立人の当該期間の標

準賞与額に係る記録を、15 年７月 31 日は 15 万円、同年 12 月 19 日は 25

万円、16 年７月 15 日は 15 万円、同年 12 月 15 日は 14 万 6,000 円、17 年

７月 29 日は 14 万 6,000 円、同年 12 月 29 日は 23 万 7,000 円、18 年８月

11 日は 23 万 7,000 円、19 年８月９日は 23 万 1,000 円、20 年８月 11 日は

22 万 6,000 円及び同年 12 月 29 日は 22 万 1,000 円とすることが必要であ

る。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準報賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15 年９月１日から 20 年９月１日まで 

             ② 平成 15 年７月 31 日 

             ③ 平成 15 年 12 月 19 日 

             ④ 平成 16 年７月 15 日 

             ⑤ 平成 16 年 12 月 15 日 



                      

  

             ⑥ 平成 17 年７月 29 日 

             ⑦ 平成 17 年 12 月 29 日 

             ⑧ 平成 18 年８月 11 日 

             ⑨ 平成 19 年８月９日 

             ⑩ 平成 20 年８月 11 日 

             ⑪ 平成 20 年 12 月 29 日 

    私は、平成 10 年２月から 21 年 12 月までＡ社に継続して勤務したが、

15 年９月から 20 年８月までの標準報酬月額が受け取っていた給与に比

べて低く記録されている。また、15 年７月から 20 年 12 月までに賞与が

支給され、厚生年金保険料が控除されていたにもかかわらず、18 年 12

月に支給された賞与を除いて、標準賞与額の記録が欠落しているので、

調査の上、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、申立人から提出された給与明細書及び事業主

から提出された賃金台帳により、申立期間①のうち、平成 16 年９月１日

から 18 年９月１日までの期間において、申立人は、その主張する標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

    一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律（以下「特例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、

これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控

除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基

づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のい

ずれか低い方の額を認定することとなる。 

    したがって、当該期間に係る標準報酬月額については、上記給与明細

書及び賃金台帳により確認できる保険料控除額から、平成 16 年９月は

30 万円、同年 10 月から 18 年８月までは 28 万円とすることが妥当であ

る。 

    なお、事業主が申立人の当該期間に係る保険料を納付する義務を履行

したか否かについては、申立人から提出された給与明細書及び賃金台帳

において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額と社会保険事務

所（当時）に記録されている標準報酬月額が長期間にわたり一致してい

ないことから、事業主は、申立人の当該期間における保険料控除額に見

合う標準報酬月額を社会保険事務所に届け出ておらず、その結果、社会

保険事務所は、当該標準報酬月額に見合う保険料について納入の告知を

行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく

保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

    一方、申立期間①のうち、平成 15 年９月１日から 16 年９月１日まで

の期間及び 18 年９月１日から 20 年９月１日までの期間については、上

記給料明細書及び賃金台帳で確認できる保険料控除額に相当する標準報

酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と同額であることが確認でき

ることから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせん

は行わない。 

 

  ２ 申立期間②から⑪までについては、申立人から提出された賞与明細書

により、申立人は、申立期間②から⑪までにおいて、その主張する標準

賞与額に基づく保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められる。 

    一方、特例法に基づき、標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき

記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと

認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額

の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を

認定することとなる。 

    したがって、当該期間に係る標準賞与額については、上記賞与明細書

により確認できる保険料控除額から、平成 15 年７月 31 日は 15 万円、同

年 12 月 19 日は 25 万円、16 年７月 15 日は 15 万円、同年 12 月 15 日は

14 万 6,000 円、17 年７月 29 日は 14 万 6,000 円、同年 12 月 29 日は 23

万 7,000円、18年８月 11日は 23万 7,000円、19年８月９日は 23万 1,000

円、20 年８月 11 日は 22 万 6,000 円及び同年 12 月 29 日は 22 万 1,000

円とすることが妥当である。 

    なお、事業主が申立人の申立期間②から⑪までに係る当該標準賞与額

に基づく保険料を納付する義務を履行したか否かについては、事業主は

納付したと回答しているが、これを確認できる関連資料及び周辺事情は

無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

    また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 4162 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額（62 万円）に

基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られることから、申立期間の標準報酬月額に係る記録を 62 万円に訂正する

ことが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の上記訂正後の標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年３月１日から 21 年２月１日まで 

    私のＡ社における厚生年金保険の標準報酬月額は、平成 18 年３月から

21 年１月までの期間について 20 万円となっているが、当該期間の給与

は 70 万円以上であり、それに対応した厚生年金保険料を控除されてお

り、その給与明細書を添付するので、厚生年金保険の標準報酬月額を実

態に合った額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された給与明細書により、申立人は、申立期間において、

その主張する標準報酬月額（62 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は不明としているが、給与明細書により確認

できる保険料控除額及び総支給額に見合う標準報酬月額と、オンライン記

録の標準報酬月額が長期間にわたり一致していないことから、事業主は、

給与明細書等において確認できる保険料控除額及び総支給額に見合う標準

報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所（当時）は、申立

人が主張する標準報酬月額に基づく保険料について納入の告知を行ってお

らず、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 4163 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報

酬月額の記録を 50 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年５月１日から同年 12 月 28 日まで 

    私のＡ社における申立期間の標準報酬月額は、当初 50 万円であったが、

年金記録では 41 万円に訂正されており、納得できないので、調査して当

初の標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録において、申立人のＡ社における標準報酬月額は、当初、

申立人が主張する 50 万円と記録されていたところ、当該事業所が厚生年金

保険の適用事業所でなくなった平成６年３月 31 日より後の同年４月４日

付けで、５年５月１日に遡及して 41 万円に標準報酬月額を引き下げる処理

がなされていることが確認できる。 

   また、当該事業所において、申立期間において厚生年金保険被保険者で

あった５人全員が申立人と同様に平成６年４月４日付けで、遡及して標準

報酬月額を引き下げる処理がなされていることが確認できる。 

   さらに、当該事業所の閉鎖登記簿謄本によると、申立人は役員ではなか

ったことが確認できる上、オンライン記録により、申立人は遡及訂正処理

が行われた平成６年４月の時点において、既に別の事業所において厚生年

金保険被保険者の資格を取得していることから、申立人は当該遡及訂正に

関与していないと認められる。 

   これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、このような処

理を行うべき合理的な理由は見当たらず、当該処理に係る記録は有効なも

のとは認められないことから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、

事業主が当初届け出たとおり 50 万円に訂正することが必要である。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 4164 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失

日に係る記録を昭和 48 年 10 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

６万 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年９月 30 日から同年 10 月１日まで 

    私は、昭和 47 年４月にＡ社に入社してから、49 年に退職するまで途

中で転勤はしたが、退職することなく継続して勤務していた。48 年９月

の厚生年金保険の加入記録が無いことは納得できないので、調査して厚

生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及び事業主の証言から判断すると、申立人はＡ社に

継続して勤務し（Ａ社Ｂ支店から同社本社に異動）、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、異動日については、元事業主の供述から、昭和 48 年 10 月１日と

することが妥当である。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店におけ

る昭和 48 年８月の社会保険事務所（当時）の記録から、６万 8,000 円とす

ることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は納付したと回答しているが、事業主が資格

喪失日を昭和 48 年 10 月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所

がこれを同年９月 30 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主

が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に

係る同年９月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務

所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当し

た場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立

期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



  

千葉国民年金 事案 3926 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48 年４月から同年９月までの期間、平成２年２月から同

年６月までの期間及び３年４月から４年６月までの期間の国民年金保険料

については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 10 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 48 年４月から同年９月まで 

             ② 平成２年２月から同年６月まで 

             ③ 平成３年４月から４年６月まで 

    私は、結婚した昭和 42 年４月に国民年金の加入手続を行い、申立期

間①から③までの国民年金保険料を、私の妻の保険料と共に順次納付し

たはずであり、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 42 年４月に国民年金の加入手続を行い、国民年金保険

料を納付したはずであると述べているところ、申立人の国民年金手帳記号

番号は夫婦連番で払い出されており、前後の手帳記号番号の任意加入者の

資格取得日により、申立人夫婦が加入手続を行ったのは 50 年 12 月頃と推

認でき、申立人の主張する加入手続の時期と相違する。 

   また、申立期間①については、申立人の特殊台帳により第２回特例納付

制度を利用して昭和 42 年４月から 48 年３月までの期間の保険料を納付し

ていることが確認できるところ、同年４月以降は第２回特例納付の対象期

間ではない上、加入手続を行った 50 年 12 月時点では、申立期間①の保険

料は時効により納付できない期間である。 

   さらに、申立期間②及び③については、申立人が一緒に保険料を納付し

たとする申立人の妻も未納である上、オンライン記録により、平成４年７

月から６年３月までの保険料を同年８月に過年度納付していることが確認

でき、同時点では、申立期間③の保険料は時効により納付することができ

ない期間である。 



  

   加えて、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号

払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が

払い出された事情はうかがえない上、申立人が申立期間の保険料を納付し

ていたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 3927 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42 年４月から 50 年３月までの期間、平成２年２月から同

年６月までの期間及び３年４月から４年６月までの期間の国民年金保険料

については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年４月から 50 年３月まで 

             ② 平成２年２月から同年６月まで 

             ③ 平成３年４月から４年６月まで 

    私の夫は、結婚した昭和 42 年４月に、夫婦の国民年金の加入手続を

行い、申立期間①から③までの国民年金保険料を順次納付したはずであ

り、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の夫が昭和 42 年４月に国民年金の加入手続を行い、

国民年金保険料を納付したはずであると述べているところ、申立人の国民

年金手帳記号番号は夫婦連番で払い出されており、前後の手帳記号番号の

任意加入者の資格取得日により、申立人夫婦が加入手続を行ったのは 50

年 12 月頃と推認でき、申立人の主張する加入手続の時期と相違する。 

   また、申立人の加入手続を行った時点において、申立期間①の過半にあ

たる 48 年３月以前の保険料は、特例納付制度を利用しなければ時効によ

り納付することができない期間であるところ、申立人の夫は、特例納付を

行ったことは無いと回答している。 

   さらに、申立期間①において、申立人の夫は過年度納付及び特例納付を

行っているが、申立人夫婦が加入手続を行った時点で、申立人は満 32 歳、

申立人の夫は満 40 歳であり、申立人の夫は過年度納付及び特例納付によ

る納付を行わなければ 60 歳に達するまでに老齢年金の支給要件である

300 か月を満たすことができないことから、申立人の夫の保険料のみを過

年度納付及び特例納付したものと考えられ、申立人は、60 歳に達するま



  

でに約 28 年間あり、過年度納付及び特例納付制度を利用しなくとも老齢

年金の支給要件を満たすことは可能であった事情がうかがえる。 

   加えて、申立期間②及び③については、申立人の保険料を納付したとす

る申立人の夫も未納である上、申立期間は合計 116 か月と長期に及び、申

立期間に係る行政機関が同一人に対してこれだけの長期にわたる事務処理

誤りを繰り返すことは考え難い。 

   このほか、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番

号払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号

が払い出された事情はうかがえない上、申立人が申立期間の保険料を納付

していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申

立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 3928 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44 年４月から 49 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44 年４月から 49 年９月まで 

    私の国民年金は、父が加入手続を行い、昭和 44 年４月から国民年金

保険料を納付し、49 年４月に厚生年金保険に加入後も同年９月まで国

民年金保険料を納付してくれていたと聞いている。当時の国民年金手帳

は火災で消失してしまったが、私の国民年金の記録を調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の父が国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年

金保険料を納付していたと主張しているが、オンラインシステムによる氏

名検索及び国民年金手帳記号番号払出簿検索システムによる縦覧調査の結

果、申立人に申立期間の保険料納付の前提となる国民年金手帳記号番号が

払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらないことから、申立期間

は国民年金に未加入の期間であり、制度上、保険料を納付することはでき

ない期間である。 

   また、申立人は、申立期間に係る加入手続及び保険料の納付に直接関与

しておらず、申立人の加入手続及び保険料の納付を行ったとする申立人の

父は既に亡くなっているため、申立期間に係る加入手続及び保険料の納付

状況は不明である。 

   さらに、申立期間は 66 か月と長期間である上、申立期間の保険料を納

付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに

申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 3929 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41 年 12 月から 51 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41 年 12 月から 51 年３月まで 

    私は、昭和 41 年２月に結婚して、それ以来、夫とＡ（業種）を営ん

できた。国民年金保険料はいつも夫と二人分を一緒に納付してきたのだ

が、数年前にねんきん特別便を見て初めて申立期間が未納となっている

ことを知った。納得できないので社会保険庁（当時）に文書で反論をし

たのだが認めてもらえないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 50 年６月 27 日に社会保険事務

所（当時）からＢ市に払い出された手帳記号番号の一つであり、前後の手

帳記号番号の任意加入者の資格取得日により、申立人の国民年金の加入手

続は 50 年８月頃に行われたと推認され、同時期は第２回特例納付の実施

期間中であるが、申立人は、申立期間に係る国民年金の加入手続及び国民

年金保険料の納付に直接関与しておらず、加入手続及び保険料の納付を行

ったとする申立人の夫は既に亡くなっており、申立期間に係る加入手続状

況及び保険料の納付状況は不明である。 

   また、特殊台帳及びＢ市の国民年金被保険者名簿において、申立期間の

保険料は全て未納と記録されており、オンライン記録と一致している上、

オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払出簿検索

システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が払い出され

たことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立期間は 112 か月と長期間である上、申立期間の保険料を納

付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに

申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 3930 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46 年 10 月から 51 年６月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46 年 10 月から 51 年６月まで 

    私は、友人と一緒にＡ市役所で国民年金の加入手続を行った。国民年

金保険料は、主に母が郵便局又は銀行で納付してくれていたが、自分で

も納付したことがある。申立期間が未納となっているので訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金の記号番号は、昭和 53 年７月 17 日に社会保険事務所

（当時）からＡ市に払い出された記号番号の一つであり、前後の任意加入

者の資格取得日から、申立人の国民年金の加入手続は同年９月に行われた

と推認できることから、申立人の主張する加入手続を行った時期と相違す

る。 

   また、特殊台帳及びＡ市の国民年金被保険者名簿には、申立人の申立期

間に係る国民年金保険料は未納と記録されており、オンライン記録と一致

している上、特殊台帳において、昭和 53 年 10 月 31 日に、その時点で過

年度納付することができる全ての期間の保険料を納付していることが確認

できるが、同時点で申立期間の保険料は時効により納付することはできな

い期間である。 

   さらに、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号

払出簿による縦覧調査の結果、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い

出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   加えて、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 3931 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 62 年２月から平成３年３月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 62 年２月から平成３年３月まで 

    私の国民年金は、昭和 62 年頃に父が加入手続を行い、国民年金保険

料の納付を行っていたはずである。年金事務所から国民年金の加入記録

が確認できないと回答があったが、妹は 20 歳から記録があるので、私

の記録も確認してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の父が昭和 62 年頃に国民年金の加入手続を行い、申

立期間の国民年金保険料を納付してくれていたと主張しているが、オンラ

インシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払出簿検索システ

ムによる縦覧調査の結果、申立人に申立期間の保険料納付の前提となる国

民年金手帳番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらないこ

とから、申立期間は国民年金に未加入の期間であり、制度上、保険料を納

付することはできない期間である。 

   また、申立人は、申立期間に係る加入手続及び保険料の納付に直接関与

しておらず、申立人の加入手続及び保険料の納付を行ったとする申立人の

父の記憶は曖昧であり、申立期間に係る加入手続及び保険料の納付状況は

不明である。 

   さらに、申立期間は 50 か月と長期間である上、申立期間の保険料を納

付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに

申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 3932 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41 年６月から 42 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41 年６月から 42 年６月まで 

    私は、昭和 41 年５月に夫の転勤によりＡ市に転居した。転居後、夫

の上司の妻から国民年金の加入を勧められて、Ａ市役所の窓口で国民年

金の加入手続を行い、同年６月から同年 12 月までの国民年金保険料と

して 1,400 円を同年６月に、42 年１月から同年６月までの保険料とし

て 1,200 円を同年１月に同市役所窓口で納付したのに、申立期間が未加

入とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 41 年５月に夫の転勤によりＡ市に転居し、その後、Ａ

市役所の窓口で国民年金の加入手続を行ったと主張しているが、申立人の

国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿によれば、Ｂ区に

おいて申立人が 43 年３月４日に国民年金に任意加入したことにより、払

い出されたことが確認でき、当該資格取得日はオンライン記録とも一致す

ることから、申立期間は国民年金に未加入の期間であり、制度上、保険料

を納付することができない期間である。 

   また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が払

い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 3933 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42 年１月から 46 年 12 月までの期間及び 47 年４月から

49 年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年１月から 46 年 12 月まで 

             ② 昭和 47 年４月から 49 年３月まで 

    私は、大学生のとき国民年金被保険者の資格を取得したが、国民年金

手帳を交付された記憶が無かったので、昭和 46 年 10 月の結婚を契機に

国民年金手帳を再交付してもらった。私の年金記録では、申立期間①及

び②の国民年金保険料が未納とされているが、納付したはずであり、納

得できない。また、結婚後の申立期間②の保険料については、妻が私の

分も一緒に納付したはずであり、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金の加入手続は、申立人の国民年金手帳記号番号の前後

の任意加入者の資格取得日から、昭和 40 年２月から同年４月頃までに行

われたと推認でき、加入手続の際に 35 年 10 月１日に遡って強制被保険者

として資格を取得していることが確認できることから、申立期間①及び②

の国民年金保険料は現年度納付が可能であるものの、申立人は申立期間①

及び②の保険料の納付方法、納付場所等の記憶が定かではなく、保険料の

納付状況が不明である上、オンライン記録、特殊台帳及びＡ区の国民年金

被保険者名簿には、申立期間①及び②の保険料を納付した記録は無く、申

立期間①及び②の保険料を納付したと推認することは困難である。 

   また、オンライン記録において、申立期間②の保険料を一緒に納付した

とする申立人の妻は、昭和 47 年６月から 50 年３月までの保険料が未納と

なっていることが確認できる。 

   さらに、申立人の氏名の読み方を変えて、オンラインシステムによる氏



  

名検索及び国民年金手帳記号番号払出簿検索システムによる縦覧調査を行

った結果、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる

事情は見当たらない。 

   加えて、申立期間①及び②は合わせて 84 か月と長期間である上、申立

期間①及び②の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）は無く、ほかに申立期間①及び②の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたも

のと認めることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 3934 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60 年６月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 60 年６月から 61 年３月まで 

    私は、昔から年金は重要なものと考えており、昭和 56 年 11 月末に会

社を退職して、すぐに国民年金の加入手続を行い、同時に国民年金保険

料の納付を始め、結婚した 57 年６月頃からは、口座振替で間違い無く

納付を続けていたはずである。申立期間当時は、経済的には全く困って

おらず、任意加入を辞める理由は無く、資格喪失の申出をした記憶も無

いのに、申立期間が未加入とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、結婚した昭和 57 年６月頃からは、口座振替で国民年金保険

料の納付を続け、申立期間において国民年金の資格喪失の申出をした記憶

は無いと主張しているが、申立人が所持する年金手帳の「国民年金の記録

（１）」欄中に被保険者でなくなった日が昭和 60 年６月１日、次の行に

被保険者となった日が 61 年４月１日と記載されており、当該資格喪失日

及び資格取得日は、Ａ市、Ｂ町並びにＣ市の保管する被保険者名簿及びオ

ンライン記録と一致することから、申立期間は国民年金に未加入の期間で

あり、制度上、保険料を納付することができない期間である。 

   また、Ｄ市の国民年金保険料検認状況一覧票によると、申立人は昭和

57 年４月から 60 年３月までの保険料は口座振替により納付していたが、

同年４月及び同年５月の保険料は納付方法を３か月ごとの「自主納付」に

変更して納付していることが確認できるところ、申立期間当時は年４回の

納期限に基づき納付する方法であったことから、同年４月から同年６月ま

での保険料はまとめて納付することになるが、上記被保険者名簿及びオン

ライン記録には資格喪失後の期間である同年６月の保険料が過誤納となっ



  

た記録は無く、還付された形跡は見当たらないことを踏まえると、申立人

が同年６月以降の保険料を引き続き納付していたとは考え難い。 

   さらに、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号

払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の国民年金手帳記

号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立期

間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）

は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 3935 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 39 年１月から 44 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39 年１月から 44 年３月まで 

    私は、昭和 39 年４月まではＡ区で女性の集金人に、同年５月からは

Ｂ市で男性の集金人にそれぞれ国民年金保険料を納付していた。また、

国民年金に加入した当初の期間については、特例納付により保険料を

納付しており、その後の期間について未納にするはずはないと思うの

で、申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る国民年金保険料はＡ区及びＢ市において集金

人に納付していたと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、

国民年金手帳記号番号払出簿により昭和 53 年６月 30 日に社会保険事務所

（当時）からＢ市に払い出された手帳記号番号の一つであり、同時期以降

に申立人の国民年金の加入手続は行われ、この際、国民年金制度が発足し

た 36 年４月１日に遡って被保険者資格を取得したと推認されることから、

当該加入手続を行うまで、申立人は国民年金に未加入であり、申立期間当

時に保険料を納付することができなかったと考えられる。 

   また、申立人が国民年金の加入以降に、申立期間の保険料を納付しよう

とする場合、特例納付が考えられるところ、申立人の特殊台帳によると、

昭和 55 年６月に 36 年４月から 38 年 12 月までの保険料を特例納付したこ

とが確認できるが、当該特例納付については、申立人が厚生年金保険に加

入した 44 年４月から 60 歳になるまでの期間において年金受給資格期間を

満たさないことから、36 年４月から 44 年３月までの未納期間のうち、受

給権の確保に必要な 36 年４月から 38 年 12 月までの保険料を特例納付し

たものと推認される上、Ｂ市が 55 年 12 月に作成した特例納付状況一覧表



  

においても申立期間は未納となっている。 

   さらに、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号

払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が

払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   加えて、申立期間は 63 か月と長期間である上、申立人が申立期間の保

険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、

ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 3936（事案 1347、2574 及び 3679 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年４月から 45 年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 45 年４月まで 

    私は、３回目の申立てにおいて、昭和 36 年４月から 45 年５月まで、

Ａ市役所のパートタイマーの女性の集金人に国民年金保険料を納付した

ことについて調査依頼した結果、集金人は常時４、５人雇用していたが、

当時の集金の制度に関する資料は市役所に残っていないなどとして申立

てが認められなかった。市役所で記録をなくしているのに、個人には領

収書が無いから申立てを認めることができないとする委員会の判断に矛

盾を感じているので再申立てをする。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、申立人が国民年金に任意加入したの

は昭和 45 年５月で、別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをう

かがわせる事情は見当たらず、申立期間は国民年金保険料を納付すること

ができない未加入期間であることなどから、既に当委員会の決定に基づき

平成 21 年６月１日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行わ

れている。 

   また、ねんきん特別便に添付された「年金記録のお知らせ」の資格取得

年月日と資格喪失年月日は、国民年金に任意加入することは可能ではある

が、実際には、任意加入していない期間を合算対象期間として表しており、

申立人が昭和 36 年４月に国民年金に任意加入したことを示す記載ではな

いとして、既に当委員会の決定に基づき平成 22 年７月 14 日付けで年金記

録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   さらに、申立人は市役所がパートタイマーの女性を使って集金した事実

の有無及びＡ市の集金人に納付したのに、年金記録に自分の氏名が見当た



  

らない理由について調査することを要望していたところ、ⅰ）Ａ市役所は

「国民年金保険料の徴収員として、常時４人から５人の女性を雇用してい

たことはあったが、当時の集金の制度に関する資料は残っていない。」と

回答しており、集金の実施体制、集金人の雇用形態等については不明であ

ること、ⅱ）国民年金手帳記号番号払出簿検索システムにおいて、申立人

の氏名の読み方を変えて再度縦覧調査を行ったが、昭和 36 年当時、保険

料の納付の前提となる別の手帳記号番号が申立人に払い出された形跡は確

認できないことなどを理由として、既に当委員会の決定に基づき平成 23

年７月 13 日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われてい

る。 

   今回、申立人は、市役所がパートタイマーの女性を使って集金したこと

に関する資料をなくしているのに、個人には領収書が無いから申立てを認

めることができないとする委員会の判断に矛盾を感じているとして４回目

の申立てをしているが、申立人からは申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる新たな資料や情報の提出は無く、そのほかに当委員会の

当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人が申

立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



  

千葉厚生年金 事案 4165 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34 年 11 月から 36 年４月まで 

             ② 昭和 55 年 11 月１日から 56 年 12 月１日まで 

    私は、昭和 34 年 11 月から 36 年４月まで、Ａ県Ｂ郡Ｃ町（現在は、

Ｄ市）に所在したＥ社に勤務したが厚生年金保険の被保険者記録が無い。

また、Ｆ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は 55 年 11 月１

日と記録されているが、同社には 57 年７月まで勤務したので、同社が

適用事業所でなくなった 56 年 12 月１日までは被保険者期間である。申

立期間①及び②の被保険者記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、申立人は、「Ａ県Ｂ郡Ｃ町に所在したＥ社に

勤務した。」と主張しているが、オンライン記録において当該所在地に

同名称又は類似する名称の事業所は適用事業所として確認できない上、

申立人は当該事業所の事業主及び同僚の氏名を記憶しておらず、申立期

間①における勤務実態について確認できない。 

    また、所在地は異なるが同一名称のＥ社Ｇ工場がＤ市Ｈ区Ｉ（当時）

に厚生年金保険の適用事業所として確認できるが、当該事業所は、昭和

27 年８月８日に適用事業所でなくなっていることから、申立期間①は、

当該事業所が適用事業所でなくなった後の期間である。 

    さらに、Ｅ社は、「当社の社会保険取得記録を記入した当時の帳簿に

は、申立人の氏名は無い。」と回答している。 

    このほか、申立人が申立期間①における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 



  

  ２ 申立期間②については、Ｆ社の元同僚は、「申立人のことは覚えてい

るが、勤務した期間は覚えていない。」と供述しており、申立人の勤務

期間を特定することができない。 

    また、Ｆ社は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、元事

業主は、「申立期間当時の賃金台帳等関係資料は無い。」と回答してい

ることから、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できない。 

    このほか、申立人の申立期間②における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

千葉厚生年金 事案 4166 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年 10 月 28 日から 15 年 10 月１日まで 

    私は、Ａ県Ｂ市に所在したＣ事業所に平成８年 10 月 28 日に入所し、

Ｄ（業務）全般を行い、15 年 10 月１日に退職した。国民年金から厚生

年金保険への切替えのため、事業所の職員に年金手帳を提出し、給与か

ら厚生年金保険料が控除されていた。入所年月日の記載のあるＥ（業

種）職員登録証票と退職時に交付を受けた源泉徴収票を提出するので、

申立期間の記録を訂正してほしい。なお、当時のＣ事業所における、私

の勤務状況は、午前９時から午後３時までの勤務を基本としていたとこ

ろ、この理由については、所長から事務所を私に引き継がせるため、特

命として他の職員には口外せず、Ｆ（資格）を取得するよう言われてい

たためである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の元同僚の供述及び申立人から提出されたＧ（団体）長が発行した

Ｅ職員登録証票（平成９年４月 28 日付け）により、申立人が８年 10 月

28 日から期間は特定できないものの、Ｃ事業所に勤務していたことは推

認できる。 

   しかし、申立人は、Ｅ（業種）職員登録証票が正職員であったことの証

左であると主張しているが、Ｇ（団体）では、「同登録証票は、平成 15

年６月まで発行されていたが、当時、正職員のみを対象に発行していたか

否かは不明である。」と回答している上、申立人が氏名を挙げた元同僚及

び申立期間当時に当該事業所で厚生年金保険に加入していた元同僚５名は、

全員、「申立人が７年間もの長期間勤務していた記憶は無い。」と供述し、

そのうちの２名は、「申立人は、平成 10 年には退職した。」と供述して



  

いる。 

   また、Ｃ事業所を引き継いだ事業所の所長は、「Ｈ氏は、平成 18 年に

死亡しており、遺族の方からの要請で、私が事業所を引き継いだが、当時

継続して雇用した職員以外の職員の資料は保存していない。」と回答して

おり、申立人の申立期間当時の厚生年金保険料の控除について確認できな

い。 

   さらに、申立人に係る戸籍の附票により、申立人は申立期間中の平成

11 年７月 26 日からＩ県Ｊ郡Ｋ町に居住していたことが確認できるところ、

Ｋ町から提出された申立人に係る国民年金被保険者名簿及びオンライン記

録により、申立人は、５年１月１日に強制で国民年金の被保険者資格を取

得し、申立期間のうち、８年 10 月から９年３月までの期間及び 11 年７月

から 15 年９月までの期間は全額申請免除、９年４月から 11 年６月までの

期間は未納となっていることが確認できる。 

   加えて、申立人に係る戸籍の附票により、申立人は申立期間中の平成

15 年５月 22 日からＬ市に居住していることが確認できるところ、オンラ

イン記録により、申立人が同年 10 月１日からＬ市所在のＭ事業所で厚生

年金保険に加入していることが確認できる上、国民年金の被保険者資格の

喪失記録は、同年 10 月６日に処理されており、相互の記録に不自然さは

認められない。 

   このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

千葉厚生年金 事案 4167 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41 年２月６日から 43 年７月 31 日まで 

    私は、60 歳になる前にＡ年金事務所に年金について相談したところ、

申立期間について脱退手当金が支給されていることを初めて知った。申

立期間より前に脱退手当金を受給した際に受給額が少なかったので、申

立期間については、脱退手当金の請求をせず、厚生年金保険被保険者期

間として将来年金を受給するつもりでいたので、申立期間の脱退手当金

については、請求も受給もしていない。調査の上、申立期間を厚生年金

保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、Ｂ社の健康保険

厚生年金保険被保険者名簿には脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示

が記載されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、申立人は、申立期間以前に支給記録のある脱退手当金については、

受給したことを認めているが、申立期間については受給していないと主張

しているところ、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほか

に申立期間の脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当

たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

   なお、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被

保険者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立人は、申立期

間以前に支給された脱退手当金の支給対象期間に挟まれた被保険者期間

（９か月）については、「期間が短かったので、支給対象期間となってい

なかったことに気付かなかった。」と供述している上、当該期間は申立期

間における厚生年金保険被保険者記号番号とは異なる番号で管理されてお

り、当該期間が申立期間に係る脱退手当金の支給対象期間に含まれていな

いことだけをもって不自然さがあるとは言えない。 



  

千葉厚生年金 事案 4168 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58 年 11 月１日から 59 年１月５日まで 

    私は、申立期間当時、Ａ（機関）Ｂ事業所（現在は、Ｃ（機関）Ｄ事

業所）にＥ（職種）として勤務していた。申立期間が公的年金に未加入

の期間となっているので、Ｆ組合に確認したところ、Ｆ組合での加入記

録は無いとの回答だったので、厚生年金保険の被保険者記録を調べてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｇ（機関）から提出された回答書により、申立人は、申立期間当時、Ａ

（機関）Ｂ事業所にＨ（職種）として勤務していたことが確認できる。 

   しかし、Ｇ（機関）は、「申立期間当時、Ａ（機関）Ｂ事業所において、

Ｅ（職種）及びＨ（職種）は、いずれの被用者年金制度にも加入させてい

なかった。」と回答している上、同法人から提出された給与支払明細書に

より、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていないことが確認できる。 

   また、申立人がＡ（機関）Ｂ事業所のＥ（職種）の元同僚として記憶し

ている二人は、いずれも同事業所における厚生年金保険の被保険者記録が

確認できない。 

   このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

千葉厚生年金 事案 4169 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 56 年６月１日から平成 11 年５月 16 日まで 

             ② 平成 11 年５月 16 日から 12 年５月 26 日まで 

    私は、申立期間①においては、Ａ社にＢ（職種）として勤務し、申立

期間②においては、Ａ社の事業主の長男が経営するＣ社にＢ（職種）と

して勤務したが、申立期間①及び②に係る厚生年金保険の標準報酬月額

の記録が、実際に支給されていた給与額の半額にされていることは納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、「申立期間①の標準報酬月額が実際に支給された給与額の

半額にされていることは納得できない。」と主張している。 

    しかし、申立人が所持するＡ社の平成５年８月、７年 10 月及び同年

12 月の給料支払明細書において、当該期間の給与から控除されている

厚生年金保険料は、オンライン記録上の当該期間の標準報酬月額と一致

していることが確認できる。 

    また、当該事業所は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、

元事業主の長男は、「当時の関係書類は処分しており、何も無い。」と

回答しており、申立期間①における保険料の控除について確認すること

はできない。 

    さらに、当該事業所の元従業員のうち、連絡が取れた３名は、いずれ

も、「標準報酬月額について相違が無い。」と供述している。 

    このほか、申立期間①において、申立人が事業主により、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を控除されていたことを確認で



  

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ２ 申立人は、「申立期間②の標準報酬月額が実際に支給された給与額の

半額にされていることは納得できない。」と主張している。 

    しかし、Ｃ社から提出された賃金台帳によれば、申立期間②における

給与から控除されている保険料は、オンライン記録上の申立期間②に係

る標準報酬月額と一致していることが確認できる。 

    また、Ｄ厚生年金基金から提出された申立人に係る厚生年金基金加入

員台帳により、申立期間②の標準報酬月額は、オンライン記録と一致し

ていることが確認できる。 

    このほか、申立期間②において、申立人が主張する標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は

見当たらない。 

 

  ３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間①及び②について、その主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めること

はできない。 



  

千葉厚生年金 事案 4170 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年４月から８年１月まで 

    私は、平成３年４月から８年１月まで、Ａ市のＢ社に勤務していた。

申立期間について、厚生年金保険の被保険者記録が欠落しているので、

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「申立期間において、Ａ市のＢ社に勤務していた。」と主張

している。 

   しかし、当該事業所は、オンライン記録において厚生年金保険の適用事

業所として確認することができない上、所在地を管轄する法務局において

も当該事業所に係る商業登記が確認できない。 

   また、Ｃ県は、「Ｂ社が、Ａ市におけるＤ（業種）の免許を取得した実

績は無い。」と回答している上、Ａ市商工会議所は、「当該事業所は当会

に加入したことは無い。」と回答しており、同市でＤ（業種）を営む他の

事業主は、「同市で申立期間当時から、Ｄ（業種）を営んでいるが当該事

業所のことは聞いたことが無い。」と供述している。 

   さらに、申立人は、「Ｂ社の元事業主は、Ｅ事業所の元事業主と同一人

物である。」と主張するが、申立期間当時、Ｅ事業所は、オンライン記録

において厚生年金保険の適用事業所として確認することができない上、当

該元事業主の所在が不明のため、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適

用状況について確認することができない。 

   加えて、申立人は、申立期間当時の同僚の氏名を正確に記憶していない

ため、個人を特定することができないことから、申立人の申立期間当時の

勤務実態について確認できない。 



  

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

千葉厚生年金 事案 4171 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成７年５月８日から８年 10 月１日まで 

    私がＡ社に勤務していた平成７年５月の厚生年金保険被保険者資格取

得時の標準報酬月額は 30 万円、同年 10 月の定時決定では 34 万円と記

録されているが、給与より低く納得できないので、調査の上、標準報酬

月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、標準報酬月額の相違について申し立てているところ、厚生年

金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認め

られる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の

範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認

定することになる。 

したがって、申立人から提出された平成７年５月から８年９月までの給

与支払明細書により、申立人の保険料控除額に基づく標準報酬月額は、オ

ンライン記録上の標準報酬月額と同額であることが確認できることから、

特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 4172 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 44 年 10 月１日から 45 年８月１日まで 

             ② 昭和 46 年１月１日から同年４月 29 日まで 

私は、Ａ社に勤務をしていた期間のうち、昭和 44 年 10 月から 45 年

７月までの標準報酬月額が、44 年９月より低くなっている。当時は、

高度成長期で給与が下がることは無かったので、調査の上、正しい標準

報酬月額に訂正してほしい。また、46 年１月から同年３月までの標準

報酬月額が、離職票に記載されている給与額と異なるため、調査の上、

正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人は、申立期間①より前の標準報酬月額

と比較して標準報酬月額が低くなっていると申し立てているが、Ａ社か

ら提出された申立人に係る「厚生年金保険被保険者名簿」により、申立

人の標準報酬月額は、資格取得した昭和 44 年３月は２万 8,000 円、同

年７月は３万 3,000 円、同年 10 月は３万円と推移していることが確認

でき、オンライン記録と一致する。 

また、Ａ社の昭和 44 年 10 月の定時決定において、申立人と同期入

社で同じ資格取得日（44 年３月 24 日）の元同僚 50 人を抽出したとこ

ろ、申立人と同様に標準報酬月額が下がっている者は 29 人確認でき、

申立人のみが標準報酬月額を引き下げられる取扱いであったことはうか

がえない。 

さらに、申立人と同期入社で同じ資格取得日の元同僚６人（申立人

と同様に標準報酬月額が下がっている元同僚３人を含む。）から回答が



                      

  

得られ、いずれも当時の給与明細書は所持していないが、自身の厚生年

金保険の標準報酬月額は正しいと供述している。 

加えて、申立人のＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の標準

報酬月額の記録とオンライン記録は一致しており、同被保険者名簿の申

立人に係る「標準報酬月額の変せん」欄における記録管理に不自然さは

うかがえない。 

このほか、申立人の申立期間①において、事業主が社会保険事務所

（当時）に届け出た標準報酬月額よりも高い標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を給与から控除されていたことを確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 

 

２ 申立期間②については、申立人から提出された失業保険被保険者離職

票により、離職月を含む前７か月間の平均報酬月額に見合う標準報酬月

額は、４万 2,000 円であり、オンライン記録（３万 9,000 円）よりも１

等級上位であることが確認できるが、標準報酬月額の月額改定は、基本

給に変動があり、かつ連続した３か月間の平均標準報酬月額に２等級以

上の差があることが要件となっていることから、月額改定の対象とはな

らないと考えられる。 

また、Ａ社から提出された申立人に係る上記被保険者名簿において、

資格喪失日である昭和 46 年４月 29 日時点の標準報酬月額は３万 9,000

円、保険料は 897 円と記録されていることが確認できるところ、同保険

料は、標準報酬月額３万 9,000 円に見合う額である。 

このほか、申立人の申立期間②において、事業主が社会保険事務所

に届け出た標準報酬月額よりも高い標準報酬月額に基づく保険料を給与

から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

 

３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 4173 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39 年８月 11 日から同年 11 月 30 日まで 

    私は、昭和 39 年５月にＡ社に入社したが、私の紹介により３か月後

に同社に入社した友人の厚生年金保険の加入記録は６か月あるのにもか

かわらず、私の加入記録が３か月しかないことは納得できないので調査

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、｢昭和 39 年５月から同年 11 月までＡ社に勤務し厚生年金保

険に加入していた。｣と主張している。 

   しかし、Ａ社は、昭和 43 年 11 月に厚生年金保険の適用事業所でなくな

っている上、59 年 12 月に解散しており、申立期間当時の事業主は既に死

亡していることから、申立人の勤務期間及び厚生年金保険の加入状況につ

いて確認することができない。 

   また、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立

期間に被保険者資格を有する元同僚６人に照会を行ったが、申立人が同社

に紹介したとする友人からは回答が得られない上、回答を得られた４人全

員が、「申立人のことは知らない。」と供述しており、申立人の厚生年金

保険料の控除について確認することができない。 

   さらに、オンライン記録において、申立人は昭和 39 年８月 11 日に当該

事業所における厚生年金保険被保険者の資格を喪失し、同日付けで別の事

業所において資格を取得していることが確認できる。 

   このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 4174 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年８月１日から７年７月 14 日まで 

    私は、日本年金機構から、以前勤務していたＡ社における標準報酬月

額について一部疑問があるので確認してほしい旨の照会を受けたが、厚

生年金保険は事業所が全ての事務処理を行っており、私は全く関与して

おらず、当時の給与支給額の記憶も無いので、年金記録に疑問があるの

であれば、記録を管理している同機構内部で調査を行い、私に報告すべ

きである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、日本年金機構からの照会に対する「厚生年金加入記録のお知

らせについての年金加入記録回答票」において、記録に「「もれ」や「誤

り」があるかもしれない。」とする回答をしており、今回、申立期間の標

準報酬月額の相違について申し立てているところ、Ａ社は、平成 12 年２

月に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、事業主は既に死亡して

いることから、申立人の申立期間における報酬月額及び厚生年金保険料の

控除について確認することができない。 

   また、オンライン記録において、申立人の平成４年、５年及び６年の定

時決定の標準報酬月額の記録は、当該事業所における全ての被保険者と同

日で処理されており、その処理日から、事業主は社会保険事務所（当時）

に健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届を遅滞無く提出して

いることが推認できる上、申立期間の標準報酬月額について、遡及訂正等

の不自然な処理がなされた形跡は見当たらない。 

   さらに、申立期間当時、当該事業所において厚生年金保険被保険者の資



                      

  

格を有する５人に照会したが、申立人の報酬月額等について具体的な回答

は得られない。 

   加えて、申立期間において申立人が主張する標準報酬月額に基づく保険

料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 4175 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 38 年 10 月 20 日から 39 年２月 10 日まで 

             ② 昭和 41 年８月 26 日から 42 年１月９日まで 

    私は、昭和 38 年 10 月 20 日にＡ事業所に入所し、39 年２月 10 日ま

でＢ（職種）として勤務し厚生年金保険に加入していたはずである。ま

た、その後 41 年８月 26 日から 42 年１月９日までＣ市に所在するＤ事

業所に勤務し厚生年金保険に加入していたはずである。 

    それぞれの申立期間において厚生年金保険の加入記録が欠落している

ことは納得できないので、調査の上、厚生年金保険の被保険者記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、申立人は、「Ａ事業所にＢ（職種）として勤

務し厚生年金保険に加入していたはずである。」と主張している。 

    しかし、Ａ事業所は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなってい

る上、元事業主の所在も判明しないため申立人の勤務実態及び厚生年金

保険料の控除について確認することができない。 

    また、申立人は元同僚の氏名の一部しか記憶していないことから、個

人を特定することができず、当該元同僚に聞き取り調査を行うことがで

きないため、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によ

り、申立期間①前後において被保険者資格を有し所在の判明した元同僚

２名に申立人の勤務実態等を照会したが、２名共に「申立人のことは知

らない。」と供述している。 

    さらに、上記被保険者名簿において、申立期間①に申立人の氏名は無

く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 



                      

  

    このほか、申立人の申立期間①における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ２ 申立期間②については、申立人は、「Ｃ市に所在するＤ事業所に勤務

し厚生年金保険に加入していたはずである。」と主張している。 

    しかし、オンライン記録では、申立期間②において、Ｅ県内に「Ｄ事

業所」という名称の厚生年金保険の適用事業所は確認できない上、所在

地を管轄する法務局においても「Ｄ事業所」という事業所の商業登記の

記録は確認できない。 

    また、申立人は元同僚の氏名の一部しか記憶していないことから、個

人を特定することができず、当該元同僚に聞き取り調査を行うことがで

きない。 

    さらに、申立人は、申立期間②については、「以前に勤務していたＦ

社の元同僚が経営していた事業所に勤務していたかもしれない。」とも

供述していたことから、Ｆ社に係る被保険者名簿において、申立期間②

前後に厚生年金保険被保険者資格が確認でき所在の判明した６名の元同

僚に照会したところ、複数の元同僚から、「Ｆ社がＧ（氏名）さんとい

う方の個人宅を賃借し、工場として使っており、その工場をＤ事業所と

言っていた。」との供述が得られたが、申立人の勤務実態及び保険料控

除について、具体的な供述は得られなかった。 

    加えて、Ｆ社の被保険者名簿において申立期間②に申立人の氏名は無

く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

    このほか、申立人の申立期間②における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


